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円

いても総有収水量前年同期比較で２，５３５㎥（０．２％）の減と大きな増減は見られなかった。

平成30年度　渡津地区配水管布設替工事

１．事 業 の 概 況

（２）工事に関する事項

（１）業務に関する事項

平成30年度 江津市水道事業川越浄水場等電気設備応急仮復旧工事 8,834,400 円

  平均給水戸数については、前年同期との比較において結果的に増減はなかった。そのため給水量につ

円5,400,000平成30年度 江津市水道事業川越浄水場膜ろ過設備応急仮復旧工事

　前年同期と比べた当期の給水状況は、以下のとおりである。

円

平成30年度　県道川平停車場線（松川2工区）配水管支障移転工事

前年同期実績との比較

増減 B-C 増減率％

△ 14

△ 0.2

円

△ 0.2

0.00

17,388,000 円

15,811,200 円

33,372,000

1,467,720

32,292,000

11,186

円

平 均 給 水 戸 数

1,393,200

1,136,733 △ 2,535

(戸)

(㎥)

事　　　　　項

2,189,000

平成30年度　八戸地区配水管布設替工事

11,186

平成30年度 東高浜市街地整備事業（市道港町東3号線）配水管支障移転工事

　当期において発注した主な工事は以下のとおりである。（金額は契約額）

円

51.8%

円

平成30年度
年間予定 A

6,244

38,102,400

6,453,000

1,652,400

3,946,320

円

前年同期
実　績 C

予定との
対比 B/A

1,134,198
総 有 収 水 量

当期実績
　B

107.6%

8,802,000

水 道 事 業 業 務 状 況 書
（平成３０年４月１日～平成３０年９月３０日）

　地方公営企業法（昭和２７年法律第２９２号）第４０条の２第１項の規定により、江津市水道事業に関す

る平成３０年度上半期の業務の状況を次のとおり公表します。

円

平成29年度繰越　嘉久志中央地区（国道9号北）配水管支障移転工事

平成30年度 和木地区（農協団地）配水管布設工事

10,400

円

(㎥)
104.1%

一 日 平 均
有 収 水 量

平成30年度　松平地区（市村）配水管布設替工事

6,000

平成30年度　少年自然の家送配水管布設替工事

平成30年度　佐名目地区配水管布設替工事

6,258

平成30年度　和木地区外１仕切弁設置工事

平成30年度 県道浅利渡津線（浅利2工区）配水管支障移転工事
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計

18,858

0 0.0 0 0 0.0

598,384 20.2

② 当期間中の収益的支出の状況

0

△ 796

前年同期との比較

前年同期との比較

△ 4.2

0.0

前年同期
執 行 額

△ 14,853

増減率　％

（単位：千円）

増 減 額

0.0

③ 当期間中の資本的収入の状況

0

43.6

0.0

354,840

0

0

43.9

100,843

0.0

0

他会計負担金

385,564 132

△ 1,728

2,004

6,003

△ 1,193

32,938

0

9月補正後の予算額

0

△ 679

平成30年度

0.0

2.1

計

増減率　％増 減 額

営 業 費 用

うち受水費

特 別 損 失

31,210

平成30年度

47.8

465500.0

営 業 外 費 用

当期執行額 予算対比　％

4,655

予 備 費

143,700

2,000

区分

企 業 債

平成30年度
当期執行額

0

0

375,852

国 庫 補 助 金

0.0

0

0 5,821

59,978

区分

④ 当期間中の資本的支出の状況

平成30年度

他会計補助金

他会計出資金

0.00

0

工 事 負 担 金 76,805

0 0.0

計

0

5,105

当期執行額

△ 5,638

286,486

固 定 資 産
売 却 代 金

65,261

41.6

0.0

0

0

1

29.8

0 0.0

95,452

339,987 42.8

878,378

795,179

計

特 別 利 益

319,833営 業 外 収 益

0

9月補正後の予算額
区分

385,696

862,441

290,54652.1556,868

1,193

93,448

前年同期
執 行 額

242,134 100,843

21,239

予算対比　％

0.0

0

796

―

増減率　％

0.0

増 減 額

5,821

9月補正後の予算額

4,9224.7

災害復旧事業費

49.7企業債償還金 193,662

前年同期
執 行 額予算対比　％

0

0

△ 8.1

（単位：千円）

0.0

0.0

増 減 額

0

0

409,017

35.3

―

建 設 改 良 費 13,936

0

96,345 101,983

403,222

△ 5.5

予 備 費 1,500

121,024 115,919 4.4

9月補正後の予算額

（１）予算の執行状況

（単位：千円）

△ 0.252.0

当期執行額

うち給水収益
289,891

① 当期間中の収益的収入の状況

290,923

前年同期との比較

△ 0.2

２．経 理 の 状 況

予算対比　％

290,244

△ 655

営 業 収 益

前年同期
執 行 額

区分

558,545

98,300.0796

0 0

00 0.0

0

0.0

0.0

0.0

△ 16,584

前年同期との比較

△ 5.2

△ 33,165

0.0

増減率　％

―△ 796

0 0.0

0.0

（単位：千円）
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1.営業収益

(1) 給水収益

(2) その他営業収益

2.営業費用

(1)

(2) 施設管理費

(3) 業務費

(4) 総係費

(5) 減価償却費

(6) 資産減耗費

(7) その他営業費用

営業損失

3.営業外収益

(1) 受取利息及び配当金

(2) 分担金

(3) 他会計補助金

(4) 長期前受金戻入

(5) 賞与等引当金戻入益

(6) 修繕引当金戻入益

(7) 貸倒引当金戻入益

(8) 資本費繰入収益

(9) 雑収益

4.営業外費用

(1) 支払利息及び企業債取扱諸費

(2) 雑支出

経常利益

5.特別利益

(1)その他特別利益

6.特別損失

(1)災害損失

1,118,141

38,600

0 0

△ 60,437,880

3,616,338

86,085,030

31,170,853

31,209,453

原水及び浄水費

△ 4,390,307

351,673 268,769,149

0

△ 773,969当期純損失

64,054,218

4,390,307

264,000

95,263,671

268,417,476

0

0

2,340,000

23,243,556

0

93,373,335

28,853,276

25,214,216

15,500

4,390,307

単位：円

158,522,646

329,207,029

（２）損益計算書　　（平成３０年４月１日～平成３０年９月３０日）

0

5,441,000
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Ⅰ　資　産　の　部
1．固定資産

(1)有形固定資産
ア 土地
イ 建物
　 減価償却累計額
ウ 構築物
　 減価償却累計額
エ 機械及び装置
　 減価償却累計額
オ 車両運搬具
　 減価償却累計額
カ 工具器具及び備品
　 減価償却累計額
キ 建設仮勘定

有形固定資産合計
(2)無形固定資産
ア ソフトウェア
イ ソフトウェア仮勘定

無形固定資産合計
固定資産合計

2．流動資産
(1)現金及び預金
(2)未収金

(3)貯蔵品
(4)前払費用・前払金
(5)仮払消費税・地方消費税
(6)その他流動資産

流動資産合計
資産合計

Ⅱ　負　債　の　部
3．固定負債

(1)企業債
(2)引当金
ア　退職給付引当金
イ　修繕引当金

固定負債合計
4．流動負債

(1)企業債
(2)未払金
(3)引当金
ア　賞与等引当金

(4)仮受消費税・地方消費税
(5)その他流動負債

流動負債合計
5．繰延収益

(1)長期前受金
ア　国庫補助金

イ　県補助金
長期前受金収益化累計額

ウ　他会計補助金
長期前受金収益化累計額

エ　寄　附　金
長期前受金収益化累計額

長期前受金収益化累計額

カ　受贈財産評価額
長期前受金収益化累計額

長期前受金合計
(2)建設仮勘定長期前受金
ア　国庫補助金
イ　工事負担金

建設仮勘定長期前受金合計
繰延収益合計
負債合計

貸倒引当金

339,354,295

23,778,223

6,286,198,371

124,432,919

575,160,074
△ 11,182,181

7,146

オ　工事負担金及び

6,538,913,160

△ 693,726,628

115,007,000

△ 2,192,110 1,039,479

42,293,987

8,033,649,054

0
0

29,512,204

97,316,327

3,424,464

3,056,581,175

11,888,395

627,801,033

3,227,555,289
△ 156,369,995

120,190,370

1,853,462,717

10,153,407

長期前受金収益化累計額 1,159,736,089

337,972,236

471,431,038

442,928,358

17,004,300

△ 237,187,838

△ 1,098,403

1,252,450,661

△ 171,183,137
10,343,643,429

　　他会計負担金

16,718,223

△ 4,057,445,058

7,060,000

3,231,589

単位：円

1,216,586
12,380,999

1,592,571,721

△ 11,164,413

7,566,942,473

27,505,204

60,756,000

353,791,532

202,856,737

（３）貸借対照表　　（平成３０年９月３０日）

3,237,708,696

△ 1,164,688,937

143,146

△ 913,025,940 679,545,781

5,822,119

374,039,874

1,203,869

7,590,720,696

△ 2,007,000

10,153,407

0

9,425,919

3,181,014,094

0

1,241,549

2,417,139,598

21,663,028
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Ⅲ　資　本　の　部
6．資本金

(1)資本金
資本金合計

7．剰余金
(1)資本剰余金
ア 国庫補助金
イ 県補助金
ウ 他会計補助金
エ 寄付金
オ 他会計負担金

工事負担金
カ 受贈財産評価額

資本剰余金合計
(2)利益剰余金
ア
イ
ウ 当期純損失

利益剰余金合計
剰余金合計
資本合計
負債・資本合計

432,008,578

20,810,284

0

1,038,682,478

0

前年度繰越利益剰余金

1,282,154

△ 773,969

1,950,608

0

1,792

432,782,547

24,044,838

1,038,682,478

8,033,649,054
1,494,735,894

未処分利益剰余金変動額

456,053,416
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１

２

３

0

△ 773,969

業務活動によるキャッシュ・フロー

当期純損益

受取利息及び配当金

貸倒引当金の増減額

長期前受金戻入額

固定資産除却費

（４）キャッシュ・フロー計算書　　（平成３０年４月１日～平成３０年９月３０日）

△ 5,441,000

貯蔵品の増減額

修繕引当金の増減額

前払消費税の増減額

52,329,410

11,375,408

（△は増加）

（△は減少） △ 34,950,597

一般会計又は他の特別会計からの繰入金による収入

（△は増加） 0

164,440

（△は減少）

（△は減少） △ 264,000

0

（△は増加）

業務活動未払金の増減額

（△は減少）

△ 86,085,030

業務活動未収金の増減額

支払利息及び企業債取扱諸費

減価償却費

（△は減少）

0

退職給付引当金の増減額

158,522,646

△ 15,500

0

賞与等引当金の増減額

仮受消費税の増減額 （△は減少） 21,663,028

預り金・仮受金の増減 （△は減少） 6,879

　　　　小　　計 52,313,910

受取利息及び配当金の受取額 15,500

0

有形固定資産の取得による支出 △ 23,842,844

無形固定資産の取得による支出 0

投資活動未収金の増減額

業務活動によるキャッシュ・フロー

投資活動によるキャッシュ・フロー

支払利息及び企業債取扱諸費の支払額

（△は増加）

（△は減少）

投資活動によるキャッシュ・フロー

工事前払金の増減額 （△は増加） △ 47,856,000

他会計負担金及び工事負担金等による収入

△ 11,407,124

△ 218,221,879

0

△ 107,751,772

投資活動未払金の増減額 （△は減少） △ 93,823,353

0

0

0

△ 162,799,517

財務活動によるキャッシュ・フロー

0

建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入

建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △ 96,344,648

仮払消費税の増減額 （△は増加） △ 11,888,395

0

資金当期首残高

2,722,680

国庫補助金等による収入

他会計からの出資による収入

557,576,174

財務活動によるキャッシュ・フロー

0

財務活動未収金の増減額 （△は増加）

資金当期末残高 339,354,295

財務活動未払金の増減額

資金に係る換算差額

資金増加額（△は減少額）
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全体で見ると、江津地域よりも元々低い有収率である桜江地域を統合したために、統合前の江津地域のみの有収

率から比較すると０．６０％低下した。他団体と比べて高い水準にあるとはいえ、依然として老朽化した配水管から

央監視システム更新工事、谷水源地施設改良工事等を行った。

万円増の３億４，７８５万４，４６２円となった。今後も公共工事の施行に伴う配水管支障移転工事による布設替えに

ない。

　平成２９年度の収益は、総収益が８億９，００７万７，５１１円、経常収益が８億５，７１８万９，８１１円、営業収益が５億

　給水人口減少の傾向は今後も続くことが予測され、事業収益の主たるものである給水収益の増加が見込めない

８，０４１万２，３３６円で、投資活動及び財務活動による資金の減少額１億４，３３８万４，２６４円を上回ったため、

① 業務活動

期末残高は３，７０２万８，０７２円の増加となった。しかし、この増加の要因は投資活動及び財務活動において多額

把握し、計画的な管路更新を行っていく必要がある。

となった。今後も公共工事の施行に伴う配水管支障移転工事による布設替えによって管路の更新を行っていくと

平成２８年度からの繰越分を加え、平成３０年度への繰越分を除いた建設改良費の総額は、対前年度比約８，０１０

（１）事業及び経営状況の概況

　以上の結果、経常損益は２，８０６万８，２１７円の経常利益が発生したが、経常収支比率は対前年度比２．４２ポ

った。

　平成２９年度は公共工事の施行に伴う配水管支障移転工事、単独事業による布設替及び施設改良工事が大半

の漏水が存在すると考えられるため、今後も引き続き夜間最小流量の常時監視と漏水調査を実施し、迅速な修繕

費の節減を図り、安定給水及び市民福祉の向上のため経営の健全化に努める必要がある。

対応をすることにより有収率の維持向上に努める必要がある。

　水道料金の収納に関しては、江津地域の収納率は９５．１５％で、収納対策は行っているものの対前年度比で０．

収率は８５．２５％となった。地域別に見ると江津地域、桜江地域ともに前年度より上昇している。しかし、給水エリア

とし、会計統合を行った。この会計統合により、簡易水道事業特別会計から資産２１億９，５２１万２，５４０円、負債

ことから、江津市水道事業を取り巻く経営環境は厳しい状態が続くものと思われる。今後更に、経営の効率化や経

１９億５，６７７万３，１３７円、資本２億３，８４３万９，４０３円を引継ぎ、江津地域及び桜江地域を上水道事業として経

営を行うこととなった。また、簡易水道事業統合による移行処理として、地方公営企業法非適用期間に計上できな

かった退職給付引当金及び賞与等引当金を特別損失として一括計上した。

３，８７０万９，９５１円で、いずれも簡易水道事業統合により対前年度比で総収益は２８．１７％増、経常収益は２３．

３．平成２９年度決算の状況

② 投資活動

　現金預金残高は、当年度期首において簡易水道事業特別会計から１億５，７９３万３，９５６円を引き継いだこと

４４％増、営業収益は１１．８６％増となった。主たる営業収益である給水収益が増加した要因は、簡易水道事業

統合による桜江地域の追加計上であるが、給水区域全体の年度末給水人口が対前年度比３．２９％減少したにも

かかわらず、平成３０年１月から２月にかけての寒波による漏水多発による一時的な給水量増加と、江津地域にお

を占めた。単独事業の主な工事として、江津地域はシビックセンター地区の配水管布設替工事等、桜江地域は中

よって管路の更新を行っていくと同時に、経年管、同時に、経年管、老朽管の布設状況と将来の更新需要を的確に

　一方、有収率（年間総有収水量÷年間総配水量）の向上を図るため、漏水調査及び漏水修繕を行い、年間の有

きかけ等、一層の収納対策に努めていく必要がある。

より、対前年度比で、総費用が２９．５７％、経常費用が２６．３３％、営業費用が２５．３１％増となった。経常費用が

職員給与費の増、施設管理に係る動力費、修繕費、通信運搬費の増、減価償却費及び固定資産除却費の増で

３７ポイントの低下、桜江地域においては９８．８２％で、全域の収納率は９５．５３％となった。今後も未納者への働

の未払金が発生したことによるものであり、実質的には業務活動で得た資金で他の活動資金を賄えているとはいえ

ける一部の学校施設の給水需要増加によるものである。また、営業外収益についても３億１，８４７万９，８６０円で、

　江津市水道事業は簡易水道事業統合に伴い、平成２９年４月１日付けで江津市簡易水道事業を地方公営企業

増加した主な要因は、江津地域においては修繕費の増、桜江地域では簡易水道事業特別会計で支弁していた

対前年度比４９．６４＆増となった。主な要因は、簡易水道事業統合による桜江地域の他会計補助金の受入と長

期前受金戻入の増加である。

　一方、費用については、総費用が８億５，０３５万２，２１１円、経常費用が８億２，９１２万１，５９４円、営業費用が７

億６，１０７万２，００１円となった。費用についても簡易水道事業統合による桜江地域の費用を追加計上したことに

ある。特に固定資産除却費の増加の主な要因は、桜江遠隔監視システムの機器更新によるものである。

イント減の１０３．３９％となった。また、退職給付引当金計上基準変更による多額の退職給付引当金取り崩しによ

で期首現金預金残高は５億２，０５４万８，１０２円となった。当年度における業務活動による資金の増加額は１億

る特別利益の計上と簡易水道事業統合に伴う特別損失の計上に伴い、当年度純利益は３，９７２万５，３００円とな
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　江津市簡易水道事業特別会計を統合したことにより、地方公営企業法非適用期間に借り入れた企業債未償還

残高１０億７，５６７万８，４８２円を負債と引き継ぎ、当年度期首における企業債未償還残高は江津地域と合算して

　今後も江津市全体の管路情報について引き続き精度の向上を図り、将来の管路更新需要（投資所要額）の把

③ 財務活動

　江津市水道施設管路台帳システムの構築については平成２６年度から着手し、平成２９年度においては、平成

３２億７，９７６万３，６６４円となった。当年度の企業債元金償還残高は２億５０２万１，５１４円、建設改良事業の財源

2,371,018

249,326

有収率

一日平均

2,680,353 309,335

普及率

12.25

―

年間

11.64

13.05

(％)

一日平均

(戸)

94.12

1,118年度末給水戸数

年度末給水人口

配 水 量
13.047,343

増減率％

計画給水人口

(人)

事      項

11.07

△ 160

平成29年度

年度末行政区域内人口 21,397

22,200

23,766

平成28年度
前年度との比較

847

93.71

22,271(人)

10,720 9,602

10.5920,138

(㎥)

△ 0.41

22,360

(㎥)

8,739

(㎥) 6,260

85.85

△ 0.72

2,369

地域が中央監視システム更新工事等２件で７，７３０万円で、年度末未償還残高は対前年度比約２，９５２万円減

(人)

　業 務 量

として新規に借り入れた企業債は、江津地域がシビックセンター地区配水管布設替工事等で９，８２０万円、桜江

増減

ﾎﾟｲﾝﾄ

2,133

2,284,912 2,035,586(㎥)年間

85.25

6,496

5,577

―ﾎﾟｲﾝﾄ(％)

一日最大配水量 7,792 947 12.15

683

△ 0.60

12.25

(㎥)

２８年度に実施した工事に関するデータの取り込みを行った。また、給水情報として、主に東部松平地域の各戸の

の３２億５，０２４万２，１５０円となった。

給 水 量

量水器、止水栓の位置情報と属性情報の取り込みを行った。

握と、管路の維持管理等に役立つものとする必要がある。
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他 会 計 補 助 金 返 還 金

平成28年度

155,664,855

増減額

520,049,925

39,155,768

特 別 利 益

② 収益的支出

③ 資本的収入

44.4

増減率％

国 庫 補 助 金

計

① 収益的収入

552,875,976

0

平成28年度

23,856,000

増減額

平成29年度

0

192,501,744

（単位：円）

293,900,888

増減率％

78.3

―

―

213.3

―

―

前年度との比較

90,021,794

△ 749,520

80,103,266

0

0

114,999,720

増減額

47,400,000

134,532,233

82,866,015

0

128,100,000

△ 52.7△ 43,710,247

0

159,368,655

5,246,640

28.2

（単位：円）

683,731,796

24.6

15,597,505

皆増

28.6

0

581,708,534

32,887,700

（２）収益的収支予算及び資本的収支予算の決算概要

区　　　　　分 平成29年度
前年度との比較

213,606,765 115,198,516

32,887,700

21,239,384

増減額
平成28年度

631,998,777

51,733,019

0

（単位：円）

（単位：円）

皆増

11.9

増減率％

61,658,609

計

区　　　　　分
前年度との比較

53.9328,805,281

平成29年度
増減率％

943,401,515 209,744,825733,656,690

④ 資本的支出

他 会 計 補 助 金

営 業 外 収 益

67,330,524

787,663,632

他 会 計 出 資 金

特 別 損 失

営 業 費 用

区　　　　　分 平成29年度

876,233,540

0

前年度との比較

―

計

4,497,120

74,748,000

他 会 計 負 担 金

84.4

△ 14.3

0

営 業 外 費 用

企 業 債

205,021,514

建 設 改 良 費
29.9

170,125,060

営 業 収 益

平成28年度

50,892,000

区　　　　　分

0

0

347,854,462

企 業 債 償 還 金

固 定 資 産 売 却 代 金

計
382,750,916

0

工 事 負 担 金

30.1

175,500,000

21,239,384

0

267,751,196



－10－

1.営業収益
(1) 給水収益

(2) その他営業収益

2.営業費用
(1) 原水及び浄水費

(3) 受託工事費

(3) 業務費

(4) 総係費

(5) 減価償却費

(6) 資産減耗費

(7) その他営業費用

営業損失

3.営業外収益
(1) 受取利息及び配当金

(2) 分担金

(3) 他会計補助金

(4) 長期前受金戻入

(5) 資本費繰入収益

(6)賞与等引当金戻入益

(7)貸倒引当金戻入益

(8)修繕引当金戻入益

(9)雑収益

4.営業外費用
(1) 支払利息及び企業債取扱諸費

(2) 雑支出

経常利益

8.特別利益
(1) その他特別利益

9.特別損失
(1) その他特別損失

当年度純利益

△ 222,362,050

250,430,267

28,068,217

39,725,300

393,057,247

0

432,782,547

1,227,294

22,000

単位：円

537,482,657

40,393,911

308,800,070

前年度繰越利益剰余金

188,921,560

761,072,001

（３）損益計算書　　（平成２９年４月１日～平成３０年３月３１日）

97,084,000

64,839,566

その他未処分利益剰余金変動額

958,000

2,570,000

18,636,000

3,871,000

当年度未処分利益剰余金

0

318,479,860

32,887,70032,887,700

6,417,300

21,230,617

3,210,027 68,049,593

224,317,814

53,591,902

0

46,541,746

0

21,230,617

538,709,951

11,657,083
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Ⅰ　資　産　の　部
1．固定資産

(1)有形固定資産
ア 土地
イ 建物
　 減価償却累計額
ウ 構築物
　 減価償却累計額
エ 機械及び装置
　 減価償却累計額
オ 車両運搬具
　 減価償却累計額
カ 工具器具及び備品
　 減価償却累計額
キ 建設仮勘定

有形固定資産合計
(2)無形固定資産
ア ソフトウェア
イ ソフトウェア仮勘定

無形固定資産合計
固定資産合計

2．流動資産
(1)現金及び預金
(2)未収金

(3)貯蔵品
(4)前払費用・前払金
(5)その他流動資産

流動資産合計
資産合計

Ⅱ　負　債　の　部
3．固定負債

(1)企業債

イ その他企業債

(2)引当金
ア 退職給付引当金
イ 修繕引当金

固定負債合計

4．流動負債
(1)企業債

イ その他企業債

(2)未払金
(3)引当金
ア 賞与等引当金

(4)その他流動負債
流動負債合計

5．繰延収益
(1)長期前受金
ア 国庫補助金
長期前受金収益化累計額

イ 県補助金
長期前受金収益化累計額

ウ 他会計補助金
長期前受金収益化累計額

エ 寄附金
長期前受金収益化累計額

長期前受金収益化累計額
カ 受贈財産評価額
長期前受金収益化累計額

353,644,946

7,701,267,631

1,592,420,611

単位：円

△ 881,130,533

△ 3,937,171,179

374,039,874
206,491,627

10,343,618,268

1,230,790

20,925,000

△ 167,548,247

△ 11,142,898 1,238,101

19,223,867

0

7,060,000

△ 2,000,799

615,404,370
8,342,955,868

3,181,014,094

193,660,975

（４）貸借対照表　　（平成３０年３月３１日）

1,196,990
342,638,185

12,380,999

6,406,447,089

711,290,078
3,231,589

7,727,551,498
26,283,867

ア 建設改良費等の財源
に充てるための企業債

193,660,975

3,037,381,175

3,056,581,175

ア 建設改良費等の財源
に充てるための企業債

557,576,174
43,610,292

3,588,904

115,007,000
9,425,919

124,432,919

貸倒引当金 △ 2,271,000 41,339,292

12,900,000

19,200,000

7,592,000
7,592,000

140,188,220

△ 670,501,020
1,853,462,717

1,182,961,697
17,007,575

△ 11,054,724 5,952,851
575,160,074

オ 工事負担金及び
　 他会計負担金

△ 215,841,595 359,318,479
1,238,274

△ 1,093,857 144,417

2,417,139,598

長期前受金合計

△ 1,139,256,192 1,277,883,406
627,801,033

△ 140,421,564 487,379,469
3,313,640,319

0
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(2)長期前受金
ア 工事負担金

負債合計
Ⅲ　資　本　の　部
6．資本金

(1)資本金
資本金合計

7．剰余金
(1)資本剰余金
ア 国庫補助金
イ 県補助金
ウ 他会計補助金
エ 寄付金
オ 他会計負担金

工事負担金
カ 受贈財産評価額

資本剰余金合計
(2)利益剰余金
ア　当年度未処分利益剰余金

剰余金合計
資本合計
負債・資本合計

1,282,154

1,495,509,863

1,950,608

20,810,284
1,792

0

1,038,682,478

432,782,547
432,782,547

456,827,385

24,044,838

8,342,955,868

6,847,446,005

1,038,682,478

10,153,407

0

繰延収益合計 3,323,793,726

10,153,407
長期前受金合計



－13－

１

２

３ 財務活動によるキャッシュ・フロー

資金当期末残高 557,576,174

0

財務活動によるキャッシュ・フロー △ 18,114,390

資金に係る換算差額 0

資金増減額

投資活動によるキャッシュ・フロー △ 125,269,874

建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入 175,500,000

工事前払金の増減額

他会計負担金及び工事負担金による収入

建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △ 193,614,390

他会計からの出資による収入

支払利息及び企業債取扱諸費の支払額 △ 64,839,566

業務活動によるキャッシュ・フロー

国庫補助金等による収入

（△は増加）

△ 279,440,374

0

37,028,072

資金当期首残高 362,614,146

12,837,000

66,585,500

一般会計又は他の特別会計からの繰入金による収入 74,748,000

0

180,412,336

無形固定資産の取得による支出

有形固定資産の取得による支出

投資活動によるキャッシュ・フロー

　　　　小　　計 245,229,902

受取利息及び配当金の受取額 22,000

預り金の増減額 （△は減少） 104,789

業務活動未払金の増減額 （△は減少） △ 3,563,946

貯蔵品の増減額 （△は増加） 105,545

支払利息及び企業債取扱諸費 64,839,566

業務活動未収金の増減額 （△は増加） △ 4,429,114

長期前受金戻入額 △ 188,921,560

受取利息及び配当金 △ 22,000

固定資産簿価修正に伴う収益計上額 △ 834,654

賞与等引当金の増減額 （△は減少） 1,570,000

修繕引当金の増減額 （△は減少） 0

（△は減少） △ 11,796,000

貸倒引当金の増減額 （△は減少） △ 602,000

308,800,070

退職給付引当金の増減額

減価償却費

40,253,906

当期純利益 39,725,300

固定資産除却費

（５）キャッシュ・フロー計算書　　（平成２９年４月１日～平成３０年３月３１日）

業務活動によるキャッシュ・フロー

簡易水道事業統合に伴う資金増加額 157,933,956
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